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1. 調査研究テーマ名	
 
プロダクトライン進化に関する調査研究 

 
2. そのテーマの戦略的意義／位置付け	
 
	
 

2.1 背景	
 
	
 	
 市場や技術が急速に変化するビジネス環境において，顧客や利用者の要求を満たすソフトウェ

アをいかに迅速に提供できるのかが IT 事業を成功させる鍵である．特に，信頼性の高いソフトウ

ェアを効率的に開発し，IT 事業で利益を創出し続けるためには，既存の資産を最大限に活用する

ことが重要である．しかしながら，実際，さまざまなシステムが，仕様変更への対応の繰り返し

の結果として大規模化複雑化し，保守が困難となる状況に直面している．このような状況におい

て，何の戦略を持たないまま既存資産を活用することは非常に困難である． 

  このような事態を解決する方法の一つとして，従来の新規開発や派生開発から，プロダクトラ

イン開発[1]への移行が考えられる．既存のシステム(レガシーシステム)からコア資産を抽出し，

それを適切に維持・管理していくことで，信頼性の高いソフトウェアを効率的に開発できる可能

性が高まる．これにより，今後の保守や開発において大幅な費用の削減が見込める．このような

観点から，プロダクトライン開発への移行に対するソフトウェア開発現場や保守現場からの期待

は大きい．	
 

 
2.2 目的	
 
	
 	
 ソフトウェア進化を効率的に実践するためには，ソフトウェア進化やその技術に関する共通の

問題認識を持ち，産学連携による調査研究を通して共通問題を解決することが重要である．この

ような認識に基づき，平成 25 年度において「ソフトウェア進化技術の実践に関する調査研究」を

実施し，5 種類 20 個の進化パターンを収録した進化パターン集を発行した[2]．ここで，ソフト

ウェアパターンとは，ソフトウェア開発の特定の領域において繰り返し現れる問題とその解決策

を目に見える形で体系的に表現したものである．平成 25 年度の調査研究では，Demeyer らのオブ

ジェクト指向ソフトウェアリエンジニアリングパターン[3]を拡張する形で進化パターンを定義

した．実際の開発現場および保守現場において，進化パターンを参考にすることで，どのような

場面で，どのような技術を，どのように適用すればよいのかが把握しやすくなる．	
 

	
 	
 平成 26 年度の調査研究では，近年のソフトウェア開発において期待の大きいプロダクトライン

開発に焦点を当て，その進化を取り上げて調査研究を行う．プロダクトライン開発とリエンジニ

アリング技術との関連については，平成 25 年度の調査研究においても何度も話題として取り上げ

られた．	
 産学連携による調査研究を通して，プロダクトライン開発における進化技術の創出と深

化を目的とする．	
 

	
 

2.3 戦略的意義	
 
	
 	
 プロダクトライン開発は通常のアプリケーション開発と異なり，プロダクトラインの進化をシ

ステム単体の進化を同じように実現することはできない[4]．特に，プロダクトライン開発では，
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プロダクトラインエンジニアリングとアプリケーションエンジニアリングを明確に区別し，コア

資産を中心に開発が行われる．よって，プロダクトライン開発への移行においては，以下の 2 点

を同時に考慮しなければならない．	
 

（１）	
 既存アプリケーションからコア資産をどのように抽出するか	
 

（２）	
 コア資産を利用していない既存アプリケーションを，コア資産を利用するアプリケーショ

ンにどのように作り変えるか	
 

	
 	
 このことを受けると，プロダクトラインの進化とは，以下の 2 点で捉えることができる．	
 

（１）	
 コア資産をどのように進化させるか	
 

（２）	
 コア資産を利用して構築したアプリケーションをどのように進化させるか	
 

	
 	
 これら 2 つの進化は密接に結びついており，共進化(co-evolution)を引き起こす．たとえば，

コア資産が変更された場合，それを用いて構築されているアプリケーションの変更は必須である．

反対に，変更要求に合わせてアプリケーションが書き換えられると，アプリケーション間(ファミ

リ内のアプリケーション群)に共有化部分が新たに生み出されたり，既存の共通化部分が消えたり

することがある．このような状況において，アプリケーションを効率的に保守するためには，共

通部分のコア資産への組み込みやコア資産の改訂を行うことは当然である．また，ビジネス戦略

や形態の変化により，コア資産やそれを用いて開発したアプリケーションのステークホルダも変

化する可能性が高い．アプリケーションレベルだけでなく，上流における要求やステークホルダ

の変化を取り込んだプロダクトラインの進化も考えていく必要がある．	
 

	
 	
 本研究調査では，プロダクトラインの進化という新しい技術に対して，研究者，技術者，実践

者を参加させた会合を開催する．これにより，プロダクトライン進化を実現する実践的な技術の

創出と，その技術のソフトウェア開発および保守現場への浸透を達成する．プロダクトラインの

進化という，今後必ず直面する問題にいち早く取り組み，その技術を調査研究することに大きな

意義がある．	
 

 
3. 調査研究の概要	
 
  本調査研究の最終成果は，プロダクトライン進化において直面する問題を洗い出し，その問題
を解決できる可能性のある現在の技術あるいは今後研究開発を必要とする技術を提示することで

ある．その際，平成 25年度の調査研究の最終成果として発行した進化パターン集におけるプロダ
クトラインパターンの見直しから始める．同時に，プロダクトライン開発の進化を定義し，技術

調査を進める．以下に，具体的な作業項目を示す． 
 
（１）	
 プロダクトラインパターンの見直しと関連技術との対応付け 
  平成 25 年調査研究において提示した 5 つのプロダクトラインパターンは，プロダクトライン
移行のプロセス（手順）に関する知見を整理したものとなっている．これに対して，本研究調査

で扱うプロダクトライン進化は，プロダクトラインそのものに関する進化を扱う．たとえば，「パ

ターン 2.2 コア資産を浄化しよう」では，コア資産を整理するための手順に関する知見が示され
ている．しかしながら，整理において実際に実施されるコア資産の削除や統合の具体的な方法や

利用可能なツールは示されていない．これに対して，コア資産の削除や統合において，どのよう

な基準を設定し，それをどのように測定するのかなどを明確にすることで，プロダクトライン進

化を効率的かつ効果的に実施できるはずである．また，コア資産の削除や統合においては，それ

によって派生する影響の分析が必須である．どのような波及解析技術を用いると安全に削除や統

合が実施できるかどうかなども検討する必要がある． 
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（２）	
 プロダクトライン開発の進化モデルの構築 
  プロダクトライン進化が，コア資産とアプリケーションの共進化である可能性を述べた．しか
しながら，実際の開発現場や保守現場でプロダクトライン進化を実践するためには，このような

漠然とした概念の提示だけでは不十分である．たとえば，リファクタリングは，実際の開発現場

や保守現場で受け入れられやすい形で定義されており，これがその技術の普及を大きく貢献して

いると考えられる．開発者や保守者が実際にプロダクトライン進化を実践する際の心理的障壁を

軽減するためには，具体的かつ理解しやすいモデルの構築が必須である． 
 
4. 調査研究の進め方（共同研究者など）	
 
  本研究調査は，平成 26年度の調査研究を踏襲し，大学側研究者と産業界研究者および技術者で
構成したメンバにより遂行する．調査研究の遂行に当たり，大学側メンバと産業界メンバによる

face-to-faceワークショップを 1〜2ヶ月に 1回程度開催する．大学側メンバには，ソフトウェア
進化技術やプロダクトライン開発に造詣が深く，進化の解析・実現や定量的評価の研究に関する

実績のある研究者を選んだ． 産業界メンバとしては，ソフトウェアリエンジニアリングの実践に
関して深い知識と経験を持つ研究者，技術者，実務者を選んだ．開発現場および保守現場への導

入を強く意識した調査研究になっており，産業界メンバの協力が不可欠である．このため，さら

なるメンバの補充も考えている．特に，大学教員メンバとの学協会活動等を通じて，ソフトウェ

ア進化，レガシーマイニングに関して共通の問題認識を持ち，活発に議論ができる方々にお願い

する予定である．調査研究の成果の共有に関しては，平成 25年度と同様に大学側で成果管理ツー
ル(Wiki)を用意する．このようなシステムを用いることで，メンバ間での円滑な情報共有を図る． 
  調査研究費としては，100 万円を予定している．内訳は，国内・国外旅費 60 万円，会議費 10
万円，研究者招聘費 30 万円である．	
 

	
 	
 	
 

	
 	
 本研究調査に関わるメンバに関する情報は以下の通りである．	
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